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事後評価シート

【評価年月】 平成17年 4月

【主管課・室】 総合環境政策局環境計画課

【評価責任者】 環境計画課長 佐野 郁夫

施策名、施策の概要及び予算額

施 策 名 Ⅱ－6 環境に配慮した地域づくりの支援

持続可能な社会を構築するための取組を地域から進めることを目的とし

て、地域における環境保全のために策定される計画のうち、地域の自然的社施 策 の

会的条件に応じた特徴を有し、地域を構成する各主体の相互の協力・連携を概 要

図る等、模範となるような計画への策定を支援するとともに、地方公共団体

における環境問題に関する先進的な施策事例等の収集、ウェブ上での情報提

供等の取組を推進する。

予 算 額 1,313,104 （千円）

目標・指標、及び目標の達成状況

目 標 地域に対する取組支援と地域間の連帯を進め、環境に配慮した地域づくり

の全国的展開を図る。

○環境基本計画の理念のもと、地方公共団体が環境に配慮した地域づくりを達成状況

、 、 。行えるよう 財政 ノウハウ及び情報提供等多面的な支援事業を実施した

、 。下位目標1 全国の地方公共団体が 環境に配慮した地域づくりに向けた取組を進める

指 標 H14年度 H15年度 H16年度 H－年度

目標値地域環境総

538団体 588団体 678団体 －合計画策定

数

（ （ ）達成状況 ○平成16年度当初までに678市区町村で策定された 全市区町村 3,123団体

の約22％ 。）
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、 。下位目標2 地方公共団体向けの情報提供について その内容の質的・量的充実を図る

指 標 H14年度 H15年度 H16年度 H18年度

目標値地域環境行

1,840 1,286 1,829 2,000政支援シス

テム（知恵

の環）のア

クセス数

（件／日）

○平成15年度はホームページの全面リニューアルのために、一定期間運用を達成状況

停止したため、アクセス数は減少していたが、平成16年度は14年度並みの

アクセス数となった。

下位目標3 二酸化炭素排出量の削減等を通じた環境保全と、雇用の創出等による地域

経済活性化を同時に実現し、環境保全をバネにしたまちおこしのモデルを創

ることを目的として、環境と経済の好循環のまちモデル事業を実施する。

参考指標 H14年度 H15年度 H16年度 H－年度

目標値環境と経済

の好循環の

－ － 10 地域 －まちモデル

事業実施地

域数

○平成16年度は大規模5箇所、小規模5箇所の計10箇所で事業を実施した。達成状況

評価、及び今後の課題

【必要性 （公益性、官民の役割分担等）】

○地域からの環境保全の取組を進めていくに当たっては、環境基本計画にも

見られるように、地域の特色、各主体の参加を伴った「地域環境力」を発

評 価 揮した取組が必要不可欠である。資金面及び情報面での支援は地域におけ

る取組 「地域環境力」の発揮に欠かせないものと考える。、
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【有効性 （達成された効果等）】

○地域環境行政支援情報システム(知恵の環)は、全国各地の様々な環境保全

に関する取組状況を容易に入手できる有効な手段である。平成15年度は、

全面リニューアルのため15年度第1四半期の間、運用を停止したためアク

セス数が減少したが、平成16年度は14年度並みのアクセス数となり、平成

14年度と比べて増加するには至らなかったが、一定のニーズを満たしてお

り本施策は有効である。

○環境と経済の好循環のまちモデル事業については、全国10箇所で環境と経

済の好循環に向けたモデル的な取組が3か年計画で進められており、事業

計画の進捗に応じた成果を上げている。

【効率性 （効果とコストとの関係に関する分析等）】

○地域環境行政支援システムの運用保守については、高度な情報管理･提供

技術が必要とされることから民間業者が請負うこととしており、民間委託

によりコスト面からも効率的に事業が行われたと考える。

○環境と経済の好循環のまちモデル事業については、本事業の実施による直

接的な事業効果の他、モデル地域から他地域への波及効果も期待されるた

め、環境に配慮した地域づくりを支援する施策としては効率的な手段であ

ると考えられる。

＜目標に対する総合的な評価＞

○地域環境行政支援情報システム(知恵の環)は、平成15年度には全面リニュ

ーアルのため、一定期間運用を停止したことなどによりアクセス数が減少

したが、平成16年度には年間平均1日当たり約1,800件と平成14年度並みの

アクセス数となり、一定のニーズは満たしていたと評価できる。

○環境と経済の好循環のまちモデル事業については、一定の成果が得られて

いるが、未だ全国10箇所で行われているだけであるので、対象地域数を拡

充することにより、更に効果を高めていく必要がある。

○地域環境行政支援情報システム(知恵の環)の運営･充実

・システム利用者のニーズは絶えず変化するため、提供情報の質的･量的な

充実を追求するとともに、システムの周知を図り、更なる利用を呼びかけ今後の課題

る必要がある。

○環境と経済の好循環のまちモデル事業

・対象地域数の拡充。



［Ⅱ 6］ 4- -

政策への反映の方向性

反映方向分類 理由の説明

1 ○地域環境行政支援情報システムについては今後も引き続き内容の質的

・量的拡充及び利用者の増加を目的とした取組を進めていく。

○環境と経済の好循環のまちモデル事業については、平成17年度も新規

地域として10箇所を選定し（予定 、その取組を推進していく。）

特記事項

下位目標3における環境と経済の好循環のまちモデル事業は、地域発の創意工夫と幅

広い主体の参加によって、二酸化炭素排出削減等を通じた環境保全と、雇用創出等によ

る地域経済の活性化を同時に実現する事業を支援していくことにより、環境保全をバネ

にしたまちづくりの成功例を広く国の内外に示すことを目的としている事業であり、環

境に配慮した地域づくりの支援策の一つとして平成16年度から実施しているため、下位

目標に追加し、その実施地域数を示すこととした。
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【別紙】

事務事業シート

施 策 名 Ⅱ－6 環境に配慮した地域づくりの支援

施策共通の主な 環境基本計画（第3章第10節「地域づくりにおける取組の推進 ）」

政策手段等

事務事業名 事業の概要 主な政策手段等

（ ）関連下位目標番号

環境に配慮した地域 ・環境保全施策の総合的計画的

づくりの支援 実施を図るための計画の策定

、 、 、（下位目標1、3） に関する事業 事業者 住民

民間団体等の地域を構成する

各主体との相互の協力・連携

を図りつつ策定する等他の模

範となるものについて情報提

供等により支援を行う。

・環境と経済の好循環のまちモ ・環境と経済地域活動委託費

デル事業実施地域において、 （101百万円）

一般会計予算による委託事業 ・地球温暖化を防ぐまちづくり

（ソフト事業）と石油特会予 交付金

算による交付金事業（ハード （1,200百万円）

事業）をセットで実施。

地域環境情報の収集 ・地方公共団体の環境施策につ

・提供 いて情報収集し、整理した上

（下位目標2） で、ウェブ上で情報提供。

・地方公共団体が地域からの取

組を発信できるよう、書き込

みサイトの提供。
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【別紙】 政策効果把握の手法及び関連指標

(施策名 ) Ⅱ -6 環境に配慮した地域 単位 現況値 目標値

づくりの支援 （時点） （目標年次）

(下位目標1)

－(指標名) 地域環境総合計画策定数 団体 678

（H16年度） （ ）－

○指標の解説（指標の算定方法）

地域環境総合計画を策定している地方公共団体の数

○評価に用いた資料（ ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの公 ○特記事項（外部要因の影響など）

－開・非公開の別）

○目標値設定の根拠

－

(施策名 )Ⅱ-6 環境に配慮した地域づ 現況値 目標値

くりの支援 単位 （時点） （目標年次）

(下位目標2)

(指標名 ) 地域環境行政支援システム 件／日 1,829 2,000

（H16年度） （H18年度）（知恵の環）のアクセス数

○指標の解説（指標の算定方法）

地域環境行政支援情報システム（知恵の環）の1日当たりのアクセス数

○評価に用いた資料（ ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの公 ○特記事項（外部要因の影響など）

－開・非公開の別）

アクセス数（非公開）

○目標値設定の根拠

全国の地方公共団体の環境行政職

員（約2万人）が10日に1回アクセスす

ることを目標とする。

(施策名 ) Ⅱ -6 環境に配慮した地域 現況値 目標値

づくりの支援 単位 （時点） （目標年次）

(下位目標3)

－(参考指標名) 環境と経済の好循環の 地域 10

（H16年度） （ ）まちモデル事業実施地域数 －

○指標の解説（指標の算定方法）

環境と経済の好循環のまちモデル事業実施地域数

○評価に用いた資料（ ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの公 ○特記事項（外部要因の影響など）

－開・非公開の別）

－○目標値設定の根拠




